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「所得税法」第 67条第⼀項に係る解釈通達

クライアント各位
拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

財政部は 2025 年 7 ⽉ 30 ⽇付の台財税字第 11404541300 号通達にて、所得
税法第 67 条第⼀項に規定する中間申告納税に係る関連規定を公表しました。営利
事業は所得税法第 67 条第⼀項の規定に基づき、前年度の確定申告による営利事
業所得税の納付すべき税額の 2 分の 1 を中間納付額として計算する場合、2025 年
度以降、当該前年度の納付すべき税額には、同法第 4 条の 4 の規定に該当する建
物、⼟地、建物使⽤権、予約販売住宅及びその所在地並びに株式または出資額に
かかる所得は含めず、これらについては同法第 24 条の 5 第⼆項の規定により分離して
納付すべき税額を計算するものとしています。

勤業衆信の⾒解
⼀、 現⾏規定によれば、営利事業の⼀般的な中間申告納税において、「前年度

の確定申告による営利事業所得税の納付すべき税額」を基準に計算する場
合、中間納付税額の計算範囲に「⼟地建物譲渡益⼀体課税 2.0（中国
語：房地合⼀課税 2.0）」規定に基づき分離計算する税額を含むことになる
ため、建設業者ではない営利事業においては⼀時的な収⼊が中間納税額を
押し上げ、資⾦繰りに圧⼒がかかる状況が⽣じていました。
このため、財政部は、中間納付税額の計算の合理性について総合的に⾒直し
を⾏い、新たな解釈通達を公表し、緩和措置を講じました。担税⼒に応じた



課税の原則に従い、2025 年度以降、これらの収⼊は中間納付税額の計算
対象から除外されます。

⼆、 暦年制を採⽤している営利事業は、9 ⽉の中間申告の際に今般の通達の適
⽤にご注意ください。また、上半期の実際の所得を計算して中間申告する場
合、上半期の「⼟地建物譲渡益⼀体課税 2.0」の規定に基づく部分は、分離
計算して納付すべき税額に含めます。試算の結果、中間納税額を効果的に
軽減できる場合、⻘⾊申告書を使⽤、または会計⼠による監査証明を受けて
期限内に申告を⾏う必要があるため、営利事業は、中間納付に係る計算、監
査作業について早めの準備が推奨されます。
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